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Ⅰ　当社の概況及び組織に関する事項

（登録番号） （東海財務局長（金商）第２１号）

3. 沿革及び経営の組織

資本金１億円をもって豊証券株式会社を設立（名古屋市中区栄三丁目７―３１）。

名古屋証券取引所正会員となる。

豊橋営業所を開設。

万代証券（株）を吸収合併。

鳴海営業所を開設。

名坂証券（株）の営業権を譲受。

四日市営業所を開設。

証券業の登録制から免許制への移行に伴い証券取引法第２８条１号、第２号、第４号の免許を受ける。

四日市営業所を支店に昇格。

豊橋営業所を支店に昇格。

本店を移転（名古屋市中区栄三丁目７―１）。

岐阜営業所を開設。

証券取引法第２８条第３号の免許を受ける。

岐阜営業所を支店に昇格。

浜松支店を開設。

公社債の払込金の受入れ及び元利金支払の代理業務の承認を受ける。

累積投資業務に係る代理業務の承認を受ける。

名古屋駅前支店を開設。

保護預り公共債を担保として金銭を貸し付ける業務の承認を受ける。

譲渡性預金の売買及び売買の媒介等の業務の承認を受ける。

東京支店を開設。

累積投資業務、証券投資信託受益証券の収益金･償還金及び一部解約金支払いの代理業務の承認を受ける。

御器所支店を開設。

鳴海営業所を支店に昇格。

東京証券取引所正会員となる。

資本金を25億4千万円に増資。

金地金の取扱に係る業務の兼業承認を受ける。

株式会社メイホーを設立。

MMF・中期国債ファンドのキャッシング業務の兼業承認を受ける。

インターネット取引（ゆたかネット）サービス開始。

証券業の免許制から登録制への移行に伴い証券取引法第２８条第１号、第２号の登録を受ける。

株式会社大阪証券取引所、正取引資格を取得。

金融商品取引法に基づく金融商品取引業者としての登録を受ける。

石川橋支店を廃止。

星ヶ丘支店を廃止。

株式会社名古屋ファイナンシャルスクールからゆたかキャピタルマネジメント株式会社に商号変更。

店頭ＦＸ取引（ゆたかＦＸ）サービス終了。

ゆたかキャピタルマネジメント株式会社から株式会社保険見直し工房に商号変更。
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（2） 経 営 の 組 織
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4． 株式の保有数の上位10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議決権に占める
当該株式に係る議決権の数の割合

（平成２６年３月３１日現在）

5 ．役員の氏名又は名称

（平成２６年３月３１日現在）

（注）1.取締役伊藤禎洋は、取締役社長伊藤立一の従兄弟であります。

       2.取締役永岡英則は、会社法第2条第15号に定める「社外取締役」であります。　

　　　3.監査役のうち石田喜樹及び藤井一彦は、会社法第2条第16号に定める「社外監査役」であります。

6 ．政令で定める使用人の氏名

金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する者の氏名

7 ．本店その他の営業所の名称及び所在地

〒460-0008 名古屋市中区栄三丁目7番1号
〒103-0012 東京都中央区日本橋堀留町一丁目10番14号
〒450-0003 名古屋市中村区名駅南一丁目16番21号
〒466-0015 名古屋市昭和区御器所通三丁目18番地
〒458-0831 名古屋市緑区鳴海町字向田95番地
〒440-0888 豊橋市駅前大通一丁目16番地
〒510-0074 四日市市鵜の森一丁目5番16号
〒500-8844 岐阜市吉野町六丁目14番地
〒430-0933 浜松市中区鍛治町140番地

ゆ た か 持 株 会 144,586 10.12

四 日 市 支 店

氏　　名

常 勤

藤 井 一 彦

無

無

-

浜 松 支 店

名 称 所　　　在　　　地
本 店
東 京 支 店
名 古 屋 駅 前 支 店
御 器 所 支 店

岐 阜 支 店

鳴 海 支 店
豊 橋 支 店

役　職　名

該当ありません。

常 勤

非 常 勤監 査 役

松 岡 毅

非 常 勤

非 常 勤無

無

9名

取 締 役 社 長

無伊 藤 禎 洋

無

監 査 役

監 査 役

田 中 敬 彦

常 勤

取 締 役

取 締 役

神 戸 芳 樹

取 締 役

無 常 勤

伊 藤 立 一

10.

取 締 役

割　　合氏 名 又 は 名 称

98,816

100,000

伊 藤 立 一

伊 藤 電 機 株 式 会 社

207,250

豊 証 券 株 式 会 社

保　有　株　式　数

3.

%株

6.92

7.00

-

14.51

福 本 規 幸

950,315

6.

7.
藤 井 鉱 業 株 式 会 社

永 岡 英 則

8.

42,000

無

有

計

9. 株 式 会 社 愛 知 銀 行

　　　その他（157名）

2,380,000

72,358 5.06

60,000

常 勤

常勤非常勤の別

常 勤

580,883 40.59

4.20

石 田 喜 樹

2.94

3.76

70,064 4.90株 式 会 社 十 六 銀 行

代表権の有無氏 名 又 は 名 称役 職 名

53,728

荒 川 明

100.00

計

専 務 取 締 役

合 資 會 社 愛 岐 商 會

1.

2.

4.

5.
名 自 車 体 株 式 会 社
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8 ．業務の種別

（1）　金融商品取引業　（法第２８条第８項）

1 ．有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引

2 . 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒介、取次ぎ又は代理

3 . 取引所金融商品市場における有価証券の売買又は市場デリバティブ取引の委託の媒介、取次ぎ又は代理

4 . 外国金融商品市場における有価証券の売買又は外国市場デリバティブ取引の委託の媒介、取次ぎ又は代理

5 . 店頭デリバティブ取引又はその媒介、取次ぎ若しくは代理

6 . 有価証券の引受け

7 . 有価証券の売出し

8 . 有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い

9 . 有価証券等に係る管理業務

（2）　金融商品取引業付随業務　（法第３５条第１項）

1 . 有価証券の貸借業務

2 . 信用取引に付随する金銭の貸付業務

3 . 保護預り有価証券担保貸付業務

4 . 有価証券に関する顧客の代理業務

5 . 受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払にかかる業務

6 . 投資証券等に係る金銭の分配、払戻金若しくは残余財産の分配又は利息若しくは償還金の支払に係る代理業務

7 . 累積投資契約の締結業務

8 . 有価証券に関連する情報の提供又は助言業務

9 . 譲渡性預金の売買及び媒介等の業務

. 他の金融商品取引業者等の業務の代理

（3）　その他業務　（法第３５条第２項）

1 . 金地金の売買又はその媒介、取次若しくは代理に係る業務

2 . 自ら所有する不動産の賃貸

3 . 損害保険の代理業務ならびに生命保険の募集に関する業務

9 . 苦情処理及び紛争解決の体制

第一種金融商品取引業

指定紛争解決機関：特定非営利活動法人　証券・金融商品あっせん相談センター（ＦＩＮＭＡＣ）との間で

手続実地基本契約を締結し、苦情及び紛争の解決を図っております。（フリーダイヤル　0120-64-5005）

1 0 . 加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称

日本証券業協会

一般社団法人　金融先物取引業協会

1 1 . 会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号

株式会社　東京証券取引所

株式会社　大阪取引所

株式会社　名古屋証券取引所

1 2 ．加入する投資者保護基金の名称

日本投資者保護基金

10
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Ⅱ 業務の状況に関する事項

1.当期の業務の概要

当事業年度のわが国経済は、平成24年12月26日第二次安倍内閣によるアベノミクス期待に伴う急激な円安

による株価の上昇基調に加え、平成25年4月4日の「黒田バズーカ」と称される日銀による異次元緩和実施を

背景に日経平均は1万3000円を難なくクリアしました。

5月に入りドル/円相場が101円08銭を記録するとともに、日経平均も上昇を続け5月23日には1万5942円60銭と

年初来高値を付けましたが、急速な株価の上昇に対する市場の警戒感から先物が急落し、米国のQE3（量的緩

和第3弾）縮小観測が出た事により一週間で2000円近く下落し、6月13日には1万2415円85銭まで落ち込み

ました。

その後株価は調整局面となり6月～8月は1万3000円～1万4000円台で推移しましたが、9月7日にIOC総会にて

2020年度夏季オリンピックの東京招致が決定したことや、米国経済の順調な推移、欧州の金融問題の小康状態

や国内の企業業績が改善してきたことを踏まえ、再び円安株高に転じドル/円相場で104円台を付け12月の大納

会では1万6291円31銭と年初来高値で終わりました。

平成26年に入ると為替が102円台の円高傾向に再び振れ、株価も2月には1万4000円台へ下落し、3月には

ウクライナを巡る情勢や中国の景気後退懸念等の海外の情勢に振り回され1万4827円83銭で今期を終えました。

このような環境下の中、当社の上半期は第一四半期の市場の活況による株価上昇に伴い、ディーリング部門に

おいては「攻めの基調」を貫き40億6489万円を計上致しました。又、委託部門においても営業収支率で188％と

堅調に推移した結果、委託手数料で11億794万円を達成しました。下半期に入ると再度円安株高基調の流れ

により売買代金が増加し、ディーリング部門で平均収支177％を記録し、営業部門も136％を達成しました。

又、前期からの継続した経費削減を行った結果、販売管理費の一層の削減が図れました。

この結果、当事業年度の営業収益は94億3百万円(前事業年度比207.4％)、経常利益は33億54百万円

(前事業年度比333.8％)、当期純利益は25億26百万円（前事業年度比341.0％）と経常利益は平成2年3月期、

純利益は平成12年3月期を抜き過去最高益を記録致しました。

今後の当社にとって重要な事は、「基本的な力」を付けることであり「成長」していく事です。NISAが始まりインフ

レになりつつある環境の中で、潜在的な投資ニーズは潤沢にありますので、それにふさわしいサービスの提供を

行う為に、様々なシステムツールを使った営業支援を行い営業員一人一人の意識の改革を行ってまいります。

又、ディーラー部門においては、相場環境に最も影響を受ける部署であり、マーケットの複雑化に伴いますます

厳しさを増していく環境のなかですが、業界でNo.1の取引環境を常に心がけ、システム整備を行って新しい環境

への適用を図ってまいります。

これら両輪にて「日本一の地場証券」に向かって頑張っていく所存です。

　当事業年度の成果は、受入手数料は、24億59百万円（前年同期比10億21百万円・70.9％増）、トレーディング

損益は、66億60百万円（同37億82百万円・131.4％増）となり、金融収支を含め、純営業収益は、93億16百万円

（同48億63百万円・109.2％増）となりました。一方、販売費・一般管理費は、60億31百万円（同25億28百万円・

72.1％増）となり、営業利益は、32億84百万円、営業外損益を含め、経常利益は、33億54百万円となり、

特別損益、法人税等を含め、当期純利益の25億26百万円（同17億85百万円・241.0％増）となりました。

　なお、「業務の状況」に記載の消費税等の課税取引については、消費税等を含んでおりません。
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2 . 業務の状況を示す指標

（1）　経営成績等の推移
（単位：千円、千株）

１.　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
２.　発行済株式数に、自己株式950千株を含んでおります。

（2）　有価証券の引受・売買等状況

① 株券売買高の推移
(単位：百万円）

② 有価証券引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し及び私募の取扱い
並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況

(単位：百万円）

195,274
7,823,846

19,522,398
414,808

19,937,207

平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期

101,825

9,316,432
3,354,849
2,526,439

6,660,722
6,215,549

445,173
―

2,459,603
2,188,854

―
168,923

平成26年３月期
2,540,000

2,380
9,403,216

740,876
1,004,984707

△ 23,666

（注）

社 債 券

そ の 他

株 券

―

―

―

―

社 債 券

そ の 他

―

株 券

国 債 証 券

社 債 券

そ の 他

株 券

国 債 証 券

平
成
2
4
年
３
月
期

平
成
2
5
年
３
月
期

平
成
2
6
年
３
月
期

受 益 証 券

受 益 証 券

受 益 証 券

国 債 証 券

特 殊 債 券

地方債証券

特 殊 債 券

4,452,9632,785,626

委 託
計

自 己

当期純利益又は当期純損失（△）

経 常 利 益
純 営 業 収 益

引受高

2,380
4,533,3972,866,906

1,191,684

平成25年３月期

1,438,584

平成24年３月期
2,540,000

2,380
2,540,000

406,792

136,071

1,008,033 1,230,952
―

71,560

2,148
94,970
86,531

そ の 他

資 本 金

引受・売出・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料

発 行 済 株 式 数
営 業 収 益

受 入 手 数 料
委 託 手 数 料

そ の 他 の 受 入 手 数 料
ト レ ー デ ィ ン グ 損 益

株 券
債 券 486,065

2,878,195
2,389,566

1,459,702
1,064,475

△ 11,565 2,564

売出高

―

6,927,788
146,994

7,074,783

7,628,571

67

―

―

―

―

―

― ―

特定投資家向
け売付け勧誘

等の総額
売出しの取扱高募集の取扱高

特定投資家向
け売付け勧誘

等の総額
私募の取扱高

― ―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

――

―

4,066

―

―

3,094

―

―

―

55,761

―

―

1

―

30,125

23,511

―

―

―

3

―

3,151

―

6,764

―

―

4,328

―

―

―

―

―

2,155

―

―

―

―

―

―

―

―

―

100

―

―

1,535

― ―

―

―

―

2,066

―

―

― ―

―

―

―

―

― ―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

― ― ―

地方債証券 ― ― ―

6,503

― ― ― ― ―

地方債証券 ― ― ―

特 殊 債 券 ― ― ― ― ―

―

―

―
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（3）　その他の業務の状況

① 公社債元利金支払の代理業務

（単位：千円）

② 有価証券の貸借及びそれに伴う業務

（注）　（　）内は、自己融資額を内書しております。

③ その他の商品の売買状況

（単位：千円）

④ その他

株式の名義書換、株券の分割、併合及び新株引換、単位未満株の買取請求の取次ぎ等を行っております。

（4）　自己資本規制比率の状況

（単位：百万円）

（注）　上記は,金融商品取引法の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」の定めにより決算数値をもとに

　　　算出したものであります。

（5）　使用人の総数及び外務員の総数

平 成 25 年 ３ 月 期

顧客の委託に基づいて行う貸株と

基 本 的 項 目 （ A ）

平 成 24 年 ３ 月 期

自己資本規制比率 （D）／（E）×100

そ の 他 ― ―

これにより顧客が売付けている代金

平 成 25 年 ３ 月 期

7,561 8,039

平 成 26 年 ３ 月 期

553.2% 542.6% 483.9%

―
金 地 金 ― ― ―

平 成 26 年 ３ 月 期
譲 渡 性 預 金 ― ― ―

平 成 24 年 ３ 月 期

平 成 24 年 ３ 月 期

千株

(2,264,345)
4,095,781

取 扱 額
平 成 24 年 ３ 月 期

279,699 千円

261 千株

190,970 千円

578 千株679 千株

403,388 千円

これにより顧客が買付けている株数
顧客の委託に基づいて行う融資額と 千円

10,653

(4,271,875)

14,026 千株 14,089 千株

平 成 25 年 ３ 月 期 平 成 26 年 ３ 月 期
千円

千円

千円

6,342,482 千円

(4,591,815) 千円

7,888,721

平 成 25 年 ３ 月 期 平 成 26 年 ３ 月 期
― ― ―

期　　別
区　　分

32 1,347

リ ス ク 相 当 額
市 場 リ ス ク 相 当 額
取 引 先 リ ス ク 相 当 額

（ E ）
基 礎 的 リ ス ク 相 当 額

計 1,556

101
106
845

1,053
1,513

719
156
681

2,237

区　　　　　分 平 成 24 年 ３ 月 期 平 成 25 年 ３ 月 期 平 成 26 年 ３ 月 期

10,422

535
188

1,033

その他有価証券評価差額金

使 用 人 ２０８人 １９７人 ２０４人
（うち登録外務員） ２０７人 １９７人 １９４人

長 期 劣 後 債 務                         -

1,410

補 完 的 項 目 一 般 貸 倒 引 当 金 0 0 0
                        -

計 （ B ） 54 1,365 1,438

（ D ） 5,826 8,447

                        -

1,789 957
10,827

金融商品取引責任準備金 21 17 26

控 除 資 産 （ Ｃ ）
（A)+(B)-（C）控 除 後 自 己 資 本
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Ⅲ　財産の状況に関する事項

1. 経理の状況

貸借対照表

（ )

※2

※1

※1

※3

※3

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

26,612,025

貸 倒 引 当 金 △

136,883

3,724,573

103,166

固 定 資 産 計

257,342

3,711,440

△ 103,587

資 産 合 計 27,013,229

100,222

投 資 有 価 証 券

そ の 他 169,475

17,660

3,011,326

長 期 前 払 費 用

2,965,944

18,089 10,493

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 212,000 195,000

長 期 差 入 保 証 金 137,071

未 収 収 益

3,421

△ 528貸 倒 引 当 金

-短 期 貸 付 金

23,486

△

85,428

信 用 取 引 資 産 8,350,759 8,017,533

7,888,721

223

76,60385,714

信 用 取 引 貸 付 金 6,342,482

約 定 見 返 勘 定

立 替 金 9,440

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品

52,741

1,367,551

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 181

商 品 有 価 証 券 等 2,816,157 1,363,594

2,816,338

12,853

（単位：千円）

期　　別

(1)

科　　目 金 額

資 産 の 部

第　５　２　期

（平成25年3月31日現在）

金 額

預 託 金 6,108,686

現 金 ・ 預 金 3,753,397 3,869,830

流 動 資 産

6,436,593

短 期 差 入 保 証 金

募 集 等 払 込 金

信用取引借証券担保金 2,008,277 128,812

未 収 入 金

250

2,009,033

有 形 固 定 資 産

73,535

13,393

688

112,798

4,502

10,312

前 払 費 用

流 動 資 産 計 23,301,788

3,475,382投 資 そ の 他 の 資 産

22,887,452

144,152

土 地 3,649 3,649

建 物 57,634

固 定 資 産

54,917 24,991

87,270

66,967

105,037

借 地 権 74,351 74,351

103,463

11,451

1,000

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

第　５　３　期

（平成26年3月31日現在）

3,507,755

11,451

19,234

器 具 備 品 38,939

従業員に対する長期貸付金 7,040

3,957

支 払 差 金 勘 定 3,617

電 話 加 入 権

2,865,989

関 係 会 社 株 式

出 資 金 1,000
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（単位：千円）

（ )

※2

※3

※3

※5

（ )

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

株 主 資 本

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

17,541,169

特 別 法 上 の 準 備 金 計

特 別 法 上 の 準 備 金

17,622

金融商品取引責任準備金

純 資 産 の 部

262,365

流 動 負 債 計

固 定 負 債

757,747

500,000

5,123,083

顧 客 か ら の 預 り 金 4,170,353

12,997,857

491,793

そ の 他 の 固 定 負 債 129,735 155,542

社 債

4,826,316

290,468

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 117,475

繰 延 税 金 負 債

1,398,091

1,673,207

637,041

役 員 賞 与 引 当 金 25,000

17,159

400,000

未 払 金

未 払 費 用 476,268

190,970信用取引貸証券受入金

信 用 取 引 借 入 金 3,799,183

4,078,883

296,766

負 債 の 部

信 用 取 引 負 債

第　５　２　期

（平成25年3月31日現在）

第　５　３　期

（平成26年3月31日現在）

流 動 負 債

3,425,717

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 -

期　　別

科　　目 金 額 金 額

そ の 他 の 預 り 金

3,234,747

預 り 金 4,460,822

279,699

受 入 保 証 金 1,578,765

短 期 借 入 金

14,635,492

1,611,045

26,588

26,588

2,550,000

435,167

16,018,589

8,352

26,612,025

10,565,632

1,410,901

1,509,023 1,509,023

1,509,023

4,727,209

280,550

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 合 計

△

11,976,533

1,347,075

繰 越 利 益 剰 余 金

固 定 負 債 計

17,622

負 債 ・ 純 資 産 合 計 27,013,229

1,504,958

1,509,023

負 債 合 計

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

株 主 資 本 合 計

1,193,2841,193,274

823,678

131,825

8,124,984

2,702,1342,702,134

利 益 準 備 金

資 本 金

9,472,059

評 価 ・ 換 算 差 額 等

45,000

500,000

1,347,075

5,269,235

1,410,901

7,709,893

2,540,000

280,550

2,540,000

資 本 剰 余 金

自 己 株 式

2,286,550

資 本 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

△

別 途 積 立 金

4,161

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 1,925,565 4,161

商 品 有 価 証 券 等 1,925,565 -
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損益計算書

※2

※1

※9

※3

※4

※5

※6

※7

※8

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

投 資 有 価 証 券 売 却 損 200

195

特 別 利 益 計

4,153,849

39,002

29,925

-

490,455 1,596,348

2,526,439

31,061

当 期 純 利 益 740,876

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額 21,824

税 引 前 当 期 純 利 益
特 別 損 失 計 3,454

1,253,155

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,258

金融商 品取引責任準備金繰 入れ -

固 定 資 産 除 売 却 損

雑 損 失
廃 棄 物 処 理 費

雑 収 入
営 業 外 収 益 計

特 別 利 益
経 常 利 益

受 取 利 息
受 取 配 当 金

1,004,984

29,953

56,914

22,488

260,526

営 業 外 収 益

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 計

285,390

租 税 公 課

そ の 他

営 業 利 益

40,740

-

減 価 償 却 費 89,091

2,113,891

1,438,584

168,923

101,825

-

2,188,854

9,403,216

86,784

216,617

4,533,397

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益

706,477

80,433

306,101

金 融 費 用
営 業 収 益 計

金 融 収 益

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費
純 営 業 収 益

3,832,374

2,878,195

136,071

受 入 手 数 料
委 託 手 数 料
引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料

第　５　３　期

(2)

科　　目

期　　別 第　５　２　期

(

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

会 員 権 評 価 減

金 額

営 業 収 益

そ の 他 の 受 入 手 数 料

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料

1,230,952

金 額

282,891

2,459,603

71,560

6,660,722

取 引 関 係 費

9,316,432

不 動 産 関 係 費
人 件 費

1,445,218

4,452,963

77,03157,384

-

3,503,309

3,284,677949,654

18,902

4,706

6,031,754

78,688

55,079

3,875

1,800 -

838,002

)

（単位：千円）

156

自　平成24年4月　1日

至　平成25年3月31日
) (

自　平成25年4月　1日

至　平成26年3月31日

8,516

4,640

事 務 費 210,333

4,472

投 資 有 価 証 券 売 却 益

1,585

営 業 外 費 用

金融商 品取引責任準備金戻 入れ

248,221

営 業 外 費 用 計

3,404

251,626

8,966

3,354,849

711

873

43,081

838,002

67,262

-

109
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株主資本等変動計算書

第５２期事業年度（自　平成24年4月1日　至　平成25年3月31日）

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

第５３期事業年度（自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日）

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

当期純利益

業年度中の変動額（純額）

-

△ 85,781

---

2,526,439

△ 85,781

（3）

資本金

-

63,825当事業年度中の変動額合計（千円）

剰余金の配当

2,540,000

評価・換算差額等

利益剰余金

1,347,075 9,472,059

2,702,134 2,286,550 5,269,235

1,509,023 280,5501,509,023 7,709,893

当期純利益

11,976,5331,410,9011,410,901平成26年3月31日残高（千円）

2,504,47463,825

事業年度中の変動額

63,82563,82563,825
業年度中の変動額（純額）

株主資本以外の項目の当事

△ 85,781

2,526,439-

-

平成25年4月1日残高（千円）

純資産合計評価・換算差
額等合計

その他有価
証券評価差

額金

4,727,2092,702,134平成26年3月31日残高（千円）

1,347,075

△ 10

△ 1,193,284

当事業年度中の変動額合計（千円） 2,440,6482,440,6582,440,658

10,565,632

--

2,526,439

剰余金の配当 △ 85,781

平成25年4月1日残高（千円）

株主資本合計利益剰余金
合計繰越利益剰余金別途積立金

利益準備金

△ 1,193,2742,540,000 1,509,023

その他利益剰余金

株主資本以外の項目の当事

事業年度中の変動額

株主資本

自己株式

資本剰余金

2,526,439

8,124,984

資本剰余金
合計

資本準備金

1,509,023 280,550

- △ 10 △ 10

自己株式の取得 - △ 10

自己株式の取得

△ 177,470

-
業年度中の変動額（純額）

平成25年3月31日残高（千円） 2,540,000 1,509,023 1,509,023 280,550

- -

2,702,134 2,286,550 5,269,235 △ 1,193,274 8,124,984

評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券評価差

額金

評価・換算差
額等合計

事業年度中の変動額

- 740,876

- △ 177,470

株主資本以外の項目の当事
1,314,304 1,314,304 1,314,304

業年度中の変動額（純額）

当事業年度中の変動額合計（千円） 1,314,304 1,314,304 1,837,531

平成25年3月31日残高（千円） 1,347,075 1,347,075 9,472,059

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合計別途積立金 繰越利益剰余金

平成24年4月1日残高（千円） 2,540,000 1,509,023 1,509,023 280,550 2,702,134 1,585,853 4,568,537 △ 1,015,804 7,601,757

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 40,179 △ 40,179 △ 40,179

当期純利益

自己株式の取得

700,697

740,876 740,876

-

523,227

740,876

- △ 177,470

平成24年4月1日残高（千円） 32,771 32,771 7,634,528

株主資本以外の項目の当事

当事業年度中の変動額合計（千円） - - -

（単位：千円）

（単位：千円）

剰余金の配当 - △ 40,179

当期純利益

自己株式の取得

700,697 △ 177,470
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1. 　時価の変動または市場間の格差等を利用し

て利益を確保することを目的として自己の計算

において行う有価証券等の取引をトレーディン

グと定めております。

2. 売買目的有価証券 売買目的有価証券

評価方法 　時価法（売却原価は、移動平均法により

算定）を採用しております。

子会社株式 子会社株式

　移動平均法による原価法を採用しており

ます。

その他有価証券 その他有価証券

時価のあるもの 時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）を採用

しております。

時価のないもの 時価のないもの

移動平均法による原価法を採用してお

ります。

3. 有形固定資産 有形固定資産

　定率法を採用しております。 　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年4月1日以降取得した 　ただし、平成10年4月1日以降取得した

建物（建物附属設備は除く）については 建物（建物附属設備は除く）については

定額法によっております。 定額法によっております。

　なお、主な資産の耐用年数は以下のとお 　なお、主な資産の耐用年数は以下のとお

りであります。 りであります。

（会計上の見積りの変更と区別することが

困難な会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い当事業年度より、

平成24年4月1日以後に取得した有形固定

資産については、改正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法に変更しております。

　この変更による損益への影響は軽微であ

ります。

無形固定資産 無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づい

ております。

4.

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

　従業員の賞与の支払に備えるため、将来の

支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上

しております。

　役員賞与の支出に備えるため、当事業年度に

おける支給見込額に基づき計上しております。

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

　なお、当事業年度末において「退職給付引

当金」の計上はなく、前払年金費用として

「その他の投資等」に含めて表示しております。

　役員退職慰労金の支払に備えるため、内規

に基づく当事業年度末の支給見込額を計上し

ております。

８～３９年

器 具 備 品 ３～２０年

)
至 平 成 25 年 3 月 31 日 至 平 成 26 年 3 月 31 日
自 平 成 24 年 4 月 1 日

) 第 ５ ３ 期

３～２０年

同 左

重 要 な 会 計 方 針

第 ５ ２ 期 ( (

同 左

トレーディングの目的と範囲

建 物

同 左

自 平 成 25 年 4 月 1 日

同 左

固定資産の減価償却の方法

有価証券の評価基準及び

建 物 ８～３９年

同 左

同 左

器 具 備 品

引 当 金 の 計 上 基 準

（1） 貸 倒 引 当 金 同 左

（2） 賞 与 引 当 金 同 左

（5） 役員退職慰労引当金 同 左

（3） 役 員 賞 与 引 当 金

（4） 退 職 給 付 引 当 金 同 左

同 左
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5.

　有価証券の売買その他の取引に関して生じ

た事故による損失に備えるため、金融商品取

引法第46条の5第1項の規定に基づき、「金融

商品取引業等に関する内閣府令」第175条に

定めるところにより算出された額を計上してお

ります。

6. 税抜き方式によっております。

金融商品取引責任準備金

自 平 成 25 年 4 月 1 日自 平 成 24 年 4 月 1 日
第 ５ ３ 期

同 左

消費税等の会計処理方法

(

同 左

特別法上の準備金の計上基準

第 ５ ２ 期 )
至 平 成 25 年 3 月 31 日 至 平 成 26 年 3 月 31 日

) (
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有形固定資産より控除した減価償却累計額 有形固定資産より控除した減価償却累計額
千円 千円

商品有価証券等の内訳 商品有価証券等の内訳
（1）資産の部 （1）資産の部

千円 千円

（2）負債の部 （2）負債の部
千円

担保に供している資産 担保に供している資産
千円 千円

（注）1 （注）1
（注）1 （注）1

担保資産の対象となる債務 担保資産の対象となる債務
千円 千円

1.保管有価証券、自己融資見返株券は、貸借対照 1.保管有価証券、自己融資見返株券は、貸借対照
表に計上しておらず、記載金額は時価によってお 表に計上しておらず、記載金額は時価によってお
ります。 ります。

2.上記のほか、清算基金及び違約損失準備金等の 2.上記のほか、清算基金及び違約損失準備金等の
代用として投資有価証券235,426千円、自己融資 代用として投資有価証券190,041千円、自己融資
見返株券655,168千円を、株価指数先物取引の 見返株券575,043千円を、株価指数先物取引の
担保として保管有価証券583707千円及び自己融 担保として保管有価証券262,560千円、投資有価
資見返株券147,015千円を、差入れております。 証券71,520千円及び自己融資見返株券

477,873千円を、差入れております。また、業者から
の借証券担保として投資有価証券2,518,000千円
を差入れております。

担保として差入れを受けた有価証券の時価額 担保として差入れを受けた有価証券の時価額
受入保証金代用有価証券 千円 受入保証金代用有価証券 千円

特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は、 特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は、
次のとおりであります。 次のとおりであります。

金融商品取引責任準備金
金融商品取引法第46条の5第1項

277,108計

※ 2.

器 具 備 品
建 物

器 具 備 品 171,987
135,885
141,223

1.

注 記 事 項

（ 貸 借 対 照 表 関 係 ）

第 ５ ３ 期 （ 平 成 26 年 3 月 31 日 現 在 ）

※

第 ５ ２ 期 （ 平 成 25 年 3 月 31 日 現 在 ）

10,314,119

2,132,849

361,977

361,517

株 券 17,596

受 益 証 券 81,535

計

投 資 有 価 証 券

100,000
3,334,747

保 管 有 価 証 券

計 1,363,594

土 地 1,235

自己融資見返株券

24,584

※ 3.

計

3,234,747

1,745,512

信用取引借入金

※ 3.

計 1,925,565

※ 1.
建 物 189,990

※ 2.

土 地 1,235

株 券 1,947,572
債 券 787,094

2,816,157
受 益 証 券 81,490

※ 5.

計 4,099,183
（注）

4.

保 管 有 価 証 券

※ 5.

4.

同 左

10,821,972

短 期 借 入 金
計

（注）

2,000,116
自己融資見返株券 1,021,832

計 3,257,026

短 期 借 入 金 300,000
信用取引借入金 3,799,183

233,843

計

投 資 有 価 証 券

債 券 1,264,462

株 券 1,925,565
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金融収益の内訳 金融収益の内訳

千円 千円

トレーディング損益の内訳 トレーディング損益の内訳

千円 千円

取引関係費の内訳 取引関係費の内訳

千円 千円

人件費の内訳 人件費の内訳

千円 千円

不動産関係費の内訳 不動産関係費の内訳

千円 千円

※

信 用 取 引 収 益 109,031 信 用 取 引 収 益 180,991

受 取 配 当 金 4,768

1. ※

（ 損 益 計 算 書 関 係 ）

第 ５ ２ 期 (
自 平 成 24 年 4 月 1 日

)
至 平 成 25 年 3 月 31 日 至 平 成 26 年 3 月 31 日

) 第 ５ ３ 期 (
自 平 成 25 年 4 月 1 日

受 取 配 当 金 9,776

受 取 債 券 利 子 42,773 受 取 債 券 利 子 26,046

1.

収 益 分 配 金 74 収 益 分 配 金 56

受 取 利 息 2,057 受 取 利 息

そ の 他 の 金 融 収 益 57,910 そ の 他 の 金 融 収 益 63,053

2.

2,967

130,423 支 払 手 数 料 275,237

282,891計

445,173

3,832,374

1,641,121 報 酬 ・ 給 料

計 706,477 計

役員退職慰労引当金繰入額 14,350

3,132,844

215,751

※ 5. ※ 5.

25,000

計

賞 与 引 当 金 繰 入 額 262,365

※ 2. ※

6,660,722

株 券 等 2,389,566 株 券 等 6,215,549

そ の 他 計

939,120

9,361

取 引 所 ・ 協 会 費

交 際 費 7,246

162,810

債 券 等 486,065

2,564

債 券 等

計 2,878,195

通 信 ・ 運 送 費 171,743 通 信 ・ 運 送 費

※ 3. ※ 3.

取 引 所 ・ 協 会 費 370,335

支 払 手 数 料

※ 4. ※ 4.

交 際 費 6,088

91,104

不 動 産 費 185,836

役 員 賞 与 引 当 金 繰 入 額

退 職 給 付 費 用 △ 7,286 退 職 給 付 費 用

不 動 産 費 169,421

△ 10,739

260,526

計 216,617

賞 与 引 当 金 繰 入 額 435,167

役員退職慰労引当金繰入額 14,350

器 具 備 品 費 99,553 器 具 備 品 費

計 285,390 計

福 利 厚 生 費 178,340 福 利 厚 生 費

役 員 賞 与 引 当 金 繰 入 額

計 2,113,891

45,000

広 告 宣 伝 費 18,471 広 告 宣 伝 費

報 酬 ・ 給 料

旅 費 ・ 交 通 費 9,415 旅 費 ・ 交 通 費

1,445,218

51,442
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事務費の内訳 事務費の内訳

千円 千円

租税公課の内訳 租税公課の内訳

千円 千円

その他の内訳 その他の内訳

千円 千円

金融費用の内訳 金融費用の内訳

千円 千円

※

※

（ 損 益 計 算 書 関 係 ）

第 ５ ２ 期 (
自 平 成 24 年 4 月 1 日

6.

事 務 用 品 費

※ 7.

)
至 平 成 25 年 3 月 31 日 至 平 成 26 年 3 月 31 日

) 第 ５ ３ 期 (
自 平 成 25 年 4 月 1 日

※ 6.

事 務 委 託 費 201,618 事 務 委 託 費 296,965

事 務 用 品 費 9,1368,714

計 210,333 計 306,101

※ 7.

印 紙 税 514 印 紙 税 251

消 費 税 13,733 消 費 税 25,032

固 定 資 産 税 1,945 固 定 資 産 税 1,587

事 業 所 税 3,365 事 業 所 税 3,075

事 業 税 18,415

そ の 他 2,248

事 業 税 35,067

そ の 他 2,766

資 料 費 10,212

ガ ソ リ ン 費 5,883 ガ ソ リ ン 費 5,139

資 料 費 8,541

支 払 利 息 22,835

会 議 費 1,705

教 育 研 修 費 2,980 教 育 研 修 費 27,178

会 議 費 861

計 67,262

水 道 光 熱 費 13,132

計 40,740

※ 8. ※ 8.

そ の 他

水 道 光 熱 費 14,702

信 用 取 引 費 用

9. ※ 9.

計 57,384

33,587

そ の 他 19,662

計 77,031

24,416

支 払 利 息 14,702

信 用 取 引 費 用 48,386

86,784計

24,011 そ の 他 金 融 費 用 23,694そ の 他 金 融 費 用

計 80,433
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（株主資本等変動計算書関係）

第52期事業年度（自平成24年4月1日　至平成25年3月31日）

1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

2.配当に関する事項

（1）配当金支払額

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

第53期事業年度（自平成25年4月1日　至平成26年3月31日）

1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

2.配当に関する事項

（1）配当金支払額

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

第52期事業年度（平成25年3月31日）

子会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式54,917千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、記載しておりません。

第53期事業年度（平成26年3月31日）

子会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式24,991千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、記載しておりません。

平成25年6月21日
普通株式 85,781 利益剰余金 60 平成25年3月31日

40,179 25 平成24年3月31日 平成24年6月25日

配当の原資 1株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日配当金の総額（千円）

定時株主総会

平成25年6月24日

（決議） 株式の種類 配当金の総額（千円） 1株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日

平成24年6月22日
普通株式

1株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日配当の原資

平成26年6月27日

定時株主総会
普通株式 142,968 利益剰余金 100 平成26年3月31日 平成26年6月30日

前事業年度末株式数（株） 当事業年度末株式数（株）

前事業年度末株式数（株） 当事業年度末株式数（株）

平成25年6月24日

（決議） 株式の種類 配当金の総額（千円）

　自己株式

（決議） 株式の種類 配当金の総額（千円） 1株当たり配当額（円）

　　普通株式 950,305 10 - 950,315

　　普通株式 2,380,000 - - 2,380,000

　発行済株式

当事業年度増加株式数（株） 当事業年度減少株式数（株）

　　普通株式 950,305 -

定時株主総会

（決議） 株式の種類

　　普通株式 2,380,000 - - 2,380,000

（ 有 価 証 券 関 係 ）

当事業年度増加株式数（株） 当事業年度減少株式数（株）

　発行済株式

　自己株式

- 950,305

基準日 効力発生日

平成25年6月21日

定時株主総会
普通株式 85,781 60 平成25年3月31日
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2 ．社債の発行総額
（単位：千円）

（ ） （ ）

（ ） （ ）
（　）内書は、１年以内の償還予定額であります。

3 ．借入金の主要な借入先及び借入金額
（単位：千円）

4 . 保有する有価証券の取得価額、時価及び評価損益

（1）　売買目的有価証券（流動資産）
（単位：千円）

（2）　売買目的有価証券（流動負債）
（単位：千円）

（3）　その他有価証券で時価のあるもの（固定資産）
（単位：千円）

株券

債券

その他

株券

債券

その他

（4）　事業年度中に売却したその他有価証券（固定資産）
（単位：千円）

（5）　時価のない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額（固定資産）
（単位：千円）

子会社株式・関連会社株式

その他有価証券

―合　計 1,844,595 1,925,565 △ 80,970 ― ―

貸借対照表計上額 評 価 損 益

―株 券 1,844,595 1,925,565 △ 80,970 ― ―

75,000短 期 借 入 金200,000

平成25年3月期 平成26年3月期

種類
平成25年3月期 平成26年3月期

取 得 原 価 貸借対照表計上額

短 期 借 入 金

70,615

1,264,462

41

評 価 損 益

152,544

取 得 原 価

446,531

69,166

取 得 原 価

株式会社十六銀行

―

―

152,544

690,564

―

―

690,564

152,544

―

種類

貸借対照表計上額が

外 国 債 券

受 益 証 券

1,876,956 1,947,572

種 類

株 券

81,490

446,531

69,207合　計 2,735,163

―

平成26年3月期

2,816,157 80,992

評 価 損 益 取 得 原 価

1,294,386 1,363,594

81,535 81,535―

776,717 787,094 1,195,29610,377

81,490

貸借対照表計上額 評 価 損 益取 得 原 価 貸借対照表計上額

17,555 17,596

（2） 非上場株式 85,219 85,219

（1） 非上場株式 54,917 24,991

平成25年3月期 平成26年3月期

貸 借 対 照 表 計 上 額 貸 借 対 照 表 計 上 額

売 却 益 の 合 計 額 248,221 838,002

売 却 損 の 合 計 額 200 ―

（3）取得原価を超えないもの

（3）取得原価を超えるもの

貸借対照表計上額が ―

―

152,544

843,108 2,181,693

平成25年3月期 平成26年3月期

売 却 額 486,225 1,082,035

合 計 2,926,107 2,082,998 599,076 2,780,769

―

小 計 122,188 △ 30,356 115,920 △ 36,624

― ― ―

△ 36,624

（2） ― ― ― ―

（1） 122,188 △ 30,356 115,920

―

2,218,317小 計 2,803,919 2,113,355 2,664,849

― ― ――

2,218,317

―（2） ― ― ―

（1） 2,803,919 2,113,355 2,664,849

貸借対照表計上額 差 額 貸借対照表計上額 差 額取 得 原 価

平成25年3月期

中部証券金融株式会社 信 用 取 引 借 入 金 44,566 信 用 取 引 借 入 金 14,861

株式会社愛知銀行 短 期 借 入 金 1,850,000 短 期 借 入 金 100,000

日本証券金融株式会社 信 用 取 引 借 入 金 3,020,375 信 用 取 引 借 入 金 3,219,885

大阪証券金融株式会社 信 用 取 引 借 入 金 734,242 信 用 取 引 借 入 金 ―

―
― ―

借　　　入　　　先
平成25年3月期 平成26年3月期

借 入 金 種 類 借 入 金 額 借 入 金 種 類 借 入 金 額

― ―

計 ―
500,000 500,000

銘柄 発行年月日 平成25年3月期 平成26年3月期 償還期限

第5回無担保社債 平成22年5月25日
500,000 500,000

平成27年5月25日
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5 . デリバティブ取引の契約価額、時価及び評価損益
（1）　先物取引・オプション取引の状況

（株価指数オプション取引） （単位：千円）

（2）　有価証券店頭デリバティブ取引の状況 （トレーディング商品に属するもとして経理された取引を除く。）

第52期事業年度（自平成24年4月1日　至平成25年3月31日）
該当事項はありません。

第53期事業年度（自平成25年4月1日　至平成26年3月31日）
該当事項はありません。

6 . 財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無

　当社は会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、第52期事業年度（平成24年4月1日から 平成25年3月31日）
及び、第53期事業年度（平成25年4月1日から平成26年3月31日） の財務諸表について、有限責任監査法人 ト－マツ
により監査を受け、適法であるとの独立監査人の監査報告書を受領しております。

60 1,692,125 8,118 △ 1,371

種類
平成25年3月期 平成26年3月期

契 約 額 等 貸借対照表計上額

3,957

合　計

売 建 ― ― ―

買 建 563,000 181 60

181

847,500 4,161

△ 5,812

563,000

評 価 損 益 契 約 額 等 貸借対照表計上額 評 価 損 益

4,441

844,625
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管理の状況

1 ．内部管理の状況の概要

当社は、協会員の内部管理責任者等に関する規則（日本証券業協会公正慣習規則第１３号）に基づき内部管理統括

責任者、内部管理統括補助責任者、各営業所において営業責任者、内部管理責任者及び個人データ管理者・点検者、

広告審査担当者・補助担当者を配置し管理を行っております。

部署別の業務分掌は次のとおりです。

・

・

・

内部監査に関する事項 ・

・ 対顧客受渡の適否

・

紛争処理に関する事項 ・

・

・

コンプライアンスに関する事項 ・ 法令遵守の徹底、指導

・

る事項

顧客の審査に関する事項 ・

・

顧客取引状況に関する事項 ・

・

・

営業姿勢に関する事項 ・

公正な売買取引の確保に関する事項 ・

・

・

内部者取引の監視及び審査に関する事項 ・

・

公募株式等に関する事項 ・

取引所等の調査に関する事項 ・

問い合わせに関する事項 ・

・

・

・

管理者、広告審査担当者との連携した

営業店の管理

東証、大証、名証、金融庁等は売買審査課

営業責任者、内部管理責任者、個人データ

個別事案及び営業全般に亘る事案につい

て、管理部との連携した指導及び管理並び

に取引規制事案の承認

監査結果に対する部店指導の実施

　　　　①定例監査

業　　　務　　　内　　　容

管理統括下の各組織を活用した事故防

取引注意銘柄等の指定

価格形成のチェック

不公正取引防止のための監視等

助言、指導

主務官庁に対する届出

売買審査室及び監査課と連携した顧客の

管理及び指導

止の確立及び実行

営業関係の各統括との連携した指導

監 査 部

監査計画及び方針策定

　　　監査の実施

営 業 店

営 業 考 査 課

売 買 審 査 室

各 営 業 統 括

役職員及び同居家族名義による売買取引

顧客との紛争処理及び事故処理に対する

発行会社に関する情報の収集及び管理

営業姿勢の把握及び改善指導

善指導

内部者登録顧客の管理及び取引の審査

Ⅳ

管 理 統 括

　　　　②随時監査

　　　　③日常業務監査

の管理

組　織　の　名　称

監 査 課

社　　　内　　　規　　　定

法令諸規則等の遵守についての指導及び監督 法令諸規則等の遵守にかかる指導監督

お客様相談室 取引内容等を確認し説明又は苦情の相談窓口

顧客取引状況の把握及び改善指導

特殊債権の管理

取引残高報告書等の作成及び送付

各種取引に関する顧客口座の管理及び改

顧客登録の適否及び審査

顧客管理方法の指導及び助言

顧客等の取引残高報告書及び報告書等に関す

公募株式等の配分の適正化の確保
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2 . 分別管理等の状況
金融商品取引法第43条の2の規定に基づく分別管理の状況
顧客分別金信託の状況

（注）顧客分別金信託額は、日証金信託銀行（株）で管理しております。

有価証券の分別管理の状況
イ 保護預り等有価証券

ロ 受入保証金代用有価証券（時価）

ハ 管理の状況
管理場所

証券保管振替機構・外部保管・本店金庫内（非上場分）
証券保管振替機構・日本銀行・外部保管
証券保管振替機構・外部保管

管理方法
コンピュ-ターにて作成する帳票等に管理
「銘柄別預り証券」、「顧客別預り証券」及び「所在別差入担保」等の帳票明細により日々保管状況を管理
顧客分と当社所有分の保管場所を区分して保管
保護預かり有価証券及び代用有価証券の別
銘柄別、顧客コード順
毎月、所在別ごとに残高の確認照合

対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況

（注）顧客分別金信託額は、日証金信託銀行（株）で管理しております。

金融商品取引法第43条の3の規定に基づく区分管理の状況
① 法第43条の3第1項の規定に基づく区分管理の状況

（単位：百万円、千株）

② 法第43条の3第2項の規定に基づく区分管理の状況
（単位：百万円、千株）

2百万円

― 百万円百万円百万円百万円

百万円 百万円――

平成26年3月31日現在の金額
直 近 差 替 計 算 基 準 日 の

1百万円 2百万円
顧 客 分 別 金 必 要 額

期 末 日 現 在 の 顧 客 分 別 金 信 託 額 30百万円 30百万円

―　
金 銭 特定金銭信託 30 30 日証金信託銀行（株）

有 価 証 券 等 ―　 ―　

当期末残高 前期末残高
―　

―　

有 価 証 券 等 ―　 ―　
―　 ―　

管理方法 当期末残高 前期末残高 内訳

―　―　
金 銭 ―　

（2）

管理方法

③
④

③
項 目 平成25年3月31日現在の金額

期 末 日 現 在 の 顧 客 分 別 金 必 要 額 1百万円

⑤

保　管　場　所

国内証券

 5,122百万円

0百万円

平成25年3月31日現在

12百万口

項 目

①
②

株数 19,232   千株
0百万円

1.

外国証券
203,596   千株 7,621   千株

―
12百万口

18,409百万円

期 末 日 現 在 の 顧 客 分 別 金 信 託 額

国内証券 外国証券
有価証券の種類

内訳

株 券
債 券
受 益 証 券

2.

口数

平成26年3月31日現在

平成26年3月31日現在の金額

5,917百万円

6,300百万円

5,836百万円

5,504百万円

5,900百万円

5,303百万円

平成25年3月31日現在

顧 客 分 別 金 必 要 額

債券

①
項 目 平成25年3月31日現在の金額

直 近 差 替 計 算 基 準 日 の

②

23,068百万円
7,514   千株株券

期 末 日 現 在 の 顧 客 分 別 金 必 要 額

数量

額面金額 ―
32,989百万口受益証券

その他

株数
額面金額

16,522   千株株券

 6,983百万円
27,525百万口

数量

221,806   千株

有価証券の種類
平成26年3月31日現在

（1）

30百万口
債券

受益証券
その他

額面金額
口数

額面金額
24百万口

―

-21-



子会社等の状況に関する事項

1 . 企業集団の構成

　当社は、子会社が２社（（株）メイホー・（株）保険見直し工房）、関連会社はありません。

当社と子会社との位置付けは、以下のとおりであります。

2 . 子会社等の商号又は名称、本店所在地、資本金の額、事業の内容等

（株）保険見直し工房 名古屋市中村区名駅南一丁目16番21号 7,000 万 円 生命保険代理業等 1,400 100%

当会社及び子会社等 子会社の議決権に

の所有議決権数の合計 対する所有割合

（株）メイホー 名古屋市中区栄三丁目７番１号 1,000 万 円 不動産の取得及び賃貸借 200 86.5%

Ⅴ

（建物賃借）

当社
← ─ ─ ─ ─ ─ ─

（株）メイホー

（資金の貸付）

─ ─ ─ ─ ─ ─ →

商号・名称 本店所在地 資 本 金 事 業 内 容

（株）保険見直し工房
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【情報】 平成26年3月31日時点の情報

【商号】 豊証券株式会社 （http:www.yutaka-sec.co.jp)

【設立】 昭和37年7月

【資本金】 25億4千万円

【代表者】 取締役社長　伊藤立一（平成17年6月就任）

【役職員数】 213名（うち登録外務員数200名）

【金融商品取引業の登録状況】 第一種金融商品取引業

【登録番号】 東海財務局長（金商）第21号

【加入協会】 日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会

【加入取引所】 東京証券取引所、大阪取引所、名古屋証券取引所

【加入投資者保護基金】 日本投資者保護基金

【指定紛争解決機関】 特定非営利活動法人　証券・金融商品あっせん相談センター（略称：ＦＩＮＭＡＣ）

【個人・一般事業法人向けの商品・サービス（主なもの）】

○：取扱あり。　×：取扱なし。　　△：取扱制限あり。　詳細は、当社営業所までお問い合わせください。

当社では、上記の商品・サービスのほか、有価証券の引受け業務等の提供なども行っております。当社の業務の詳細は、
「業務及び財産の状況に関する説明書」（4頁）を御参照ください。

先物・オプ
ション

証券ＣＦＤ

○

対面取引 ○

金融商品
株式 債券

投資信託
国内株 外国株 国内債 外国債

○ ○

ＥＴＦ ＲＥＩＴ

○ ○

○

○ ○ ○ ○

○

○ ○

×

【添付資料】

×

○

○ × ○

大証ＦＸ

△ ×

○ △

通信取引

ネット取引 ○ × ○ △

○ ○


